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1．問題認識
2000年代以降，経済危機や自然災害の文脈で，我々，少なくとも社会学者は
resilienceというキーワードをしばしば耳にするようになってきた。Resilience
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の語源は，ラテン語の"resilire，，（元に戻る）や"salier,，（はね返る）にあると
されている（ピースマインド・イーブ株式会社，2014)。国連や経済協力開発
機構（以下，ＯＥＣＤ）では，resilienceはriskとの関係'性で捉えていることが
多い（たとえば，UNISDR，２０１２；MitchelL2013)。このriskとは，より具
体的には，自然災害や経済危機に直面するリスクを表している。
一般的にresilienceとは，ストレス耐`性や回復・復元力，危機への適応力な
どと理解されることが多い。ピーダーセン（2015）は，「日本語では「しなや
かさｊが最もイメージに近い語」（p34）と指摘している。Mitchell（2015）の
ExecutiveSummaryにおいて，“Resilienceis，astheJapanesesayJike
bamboo,whichbendsundertheweightofwintersnowbutstandstallagain
comespringtime”（レジリエンスとは日本語にすると，竹のようなもので，冬
の雪の重さに曲がりながらも次の（季節の）春が来るのをじっと耐えている）
と表現されているところからの着想であると思われる。
ただし，近年，resilienceは，多様な文脈でさまざまな領域において利用さ
れていることから，新たなbuzzwordsの一つとして位置づけられるという指
摘も少なくなく（Coutu，2002)，注意が必要である。
そこで，本文献レビューでは，まず，2000年代において，国連やＯＥＣＤな
どの国際機関でresilienceがどのように解釈されてきているのかを理解しそ
れに加え，これまで経営学研究の領域においては，このresilience研究がどの
ように位置づけられているのかをAcademyofManagementJournalのエディ
ターらの見解から理解する（第２節)。本稿の論理構造において，前者は第５
節への接続という観点から，そして，後者は第５節および第６節への接続とい
う観点から，第２節は重要な位置づけとなっている。
次に研究の系譜を遡ってresilienceがどのような研究領域においていかな
る研究が行われてきたのか（第３節)，そして，その研究の学問体系を整理（第
４節および第５節）した上で，経営学研究においていかなるresilience研究の
理論的展開可能性を包含しているのか（第６節)，検討を加えることとする。
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２Resilience研究が注目されるようになった背景
まず，2000年代になって，resilience研究が注目されるようになった背景に
ついて，国連やＯＥＣＤが関係するアジェンダ，報告書，ワーキング・ペーパー
をもとに確認する。次に，経営学の研究領域では，このresilienceがどのよう
にして捉えられているのかを，AcademyofManagementJournalのエディ
ターらの見解に基づいて確認する。
２．１国連およびＵＮｌＳＤＲの基本的論調
国際機関でresilienceという単語がどのタイミングで使われるようになった
のかを遡ると，国連機関の一つである国連国際防災戦略事務局（正式名称は
UnitedNationslnternationalStrategyfOrDisasterReductiono本稿では以下，
UNISDRと略す)’にたどり着く。明示的に記されたのは，‘TheHyogo
FrameworkforActon2005-2015：BuildingtheResilienceofNationsand
CommunitiestoDisaster"においてである。このアジェンダは，2005年１月１８
日から22日にかけて兵庫県で開催された自然災害への防災に関する国際カン
ファレンスにおいて制定されたもので，地方自治体関係者らが日常的な防災に
対する効果的な政策と施行が行えるような支援を行うという目的があった。阪
神淡路大震災で起きた災禍を二度と繰り返さないために，国際機関で何ができ
るのか，国際的に防災に取り組んでいくというメッセージを込めたアジェンダ
である2．
このアジェンダのなかでは，都市および地域の持続的な発展を遂げるために
防災投資を促し，災害などの都市リスクを減らすためのマネジメントをするこ
と，そして，実際に発生した自然災害の危機から立ち直る力およびシステムを
resilienceと表している。すなわち，自然災害に対して防災によって都市リス
クを軽減するための都市の能力という文脈でresnienceが使われている。そし
て，このアジェンダでは，防災において，安全かつresilientな文化を構築す
－１１９－
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る（意識を醸成する）ことが重要であるとし，国際的レベルで蓄積した知識や
イノベーション，教育をあらゆるレベルで活かすことの重要`性と必要性を強調
している。
以上から，国連においては，自然災害に対する防災対策，および，自然災害
による災禍から立ち直るシステムの構築という文脈でresilienceが強調される
ようになり，以後，“disasterriskandresilience，，という考え方が定着するよ
うになった3．
２．２０ＥＣＤの基本的論調
ＯＥＣＤにおいてresilienceが大々的に取り上げられたのは，ＯＥＣＤの代表と
してＤｒ・AndrewMitchellがとりまとめたMitchell（2013）である。この
WorkingPaperのタイトルは"RiskandResilience:FromGoodldeatoGood
Practice，，となっているが，ここでいうｒｉｓｋは，国連が指摘する自然災害とい
うよりも，より具体的には，2008年の金融危機（いわゆる’リーマン・ショッ
ク）に端を発した経済危機のことを指している。資本主義の暗の部分がはっき
りと現れた金融危機に対して，ＯＥＣＤでは，2011年，Developmentand
HumanitarianCommunitiesで議論されたことが発端になっているという。同
WorkingPaperでは，その背景も記述されている。それは，resilienceは新た
な概念ではなく，歴史的に工学，生態学，心理学の用語として用いられてきた
ことを指摘した上で，近年（WorkmgPaperには「ここ３年」と記述されてい
る)，災害からのリスク回避，天候不順，都市計画，エコシステムマネジメント，
平和構築，食糧安定供給などというhumananddevelopmentの議論で用いられ
るようになってきたと言及している。すなわち，ＯＥＣＤの文脈では，resilience
の対象がもともとの研究領域であった工学や生態学，心理学から，自然災害や
政治的現象，経済的現象を扱う研究領域にまで分析の対象が拡大したことを明
示することになったのである。
Mitchell（2013）を受け継いで，翌2014年にはＯＥＣＤは，resilienceに対す
るガイドライン"GuidelinesfOrResilienceSystemsAnalysis"を示している。
－１２０－
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サブタイトルは，“Howtoanalysisriskandbuildaroadmaptoresilience”と
なっている。同ガイドラインでは，resilienceを「家族やコミュニティ，国が
災害や治安，自然から受けるショックから立ち直る力（ability)」であると定
義している。そして，この「ショック」は，家族やコミュニティ，国に対して，
長期的ストレスや大きな変化，不確実性をもたらすほどの大きなショックであ
ると付け加えている。このような「ショック」に打ち勝つことをＯＥＣＤでは，
resilienceboostingと呼んでいる。これは，将来のリスクや変化不確実`性お
よびショックによるインパクトを吸収して打ち勝つようマネジメントすること
を指している。そして，さまざまな危機に打ち勝つためには３つの能力
(capacity）が重要であると提言している。その３つの能力とは，安定性を創
出するための吸収能力（absorptivecapacity）と，柔軟性を創出するための適
応能力（adaptivecapacity)，変化を自ら創出して状況に適応するための変態
能力（transfOrmativecapacity)４である。すなわち，ＯＥＣＤが認識する
resilienceとは，これらの３つの能力（吸収能力，適応能力，変態能力）から
構成されていることを表している。それは，同ガイドラインの概念的フレーム
ワーク（p､４）や３つの能力の関係性の構図（ｐ７）からも理解することがで
きる。このようにして，ＯＥＣＤは，世界的なさまざまな「危機」への対応能
力を醸成する必要性を指摘しまた，それに対する助言を行っている。
２．３AcademyofManagementの基本的論鯛
AcademyofManagementJournalのエディターらは，2015年に発行された
Acadc川ｃＷＭｚ"zZgwlzc"ノノＭγ"αノVoL58，No.４（971-980）の"FROMTHE
EDITORS，，の稿において，“ManagingRiskandResilience，,と題して，経営学
の研究領域においてもresilience研究を蓄積していくことの必要性を指摘して
いる。同稿では，リスクを逆境（adverseevents）と捉え，これらは予測でき
ないにもかかわらず，瞬時の判断が求められるとしわれわれが直面している
のはこのような時代であることに言及した上で，このような環境下で長期的ス
トレスや変化不確実性にめげずにショックや逆境を吸収し，修復する力，お
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よび，修復するシステムを作り上げること，すなわちresilienceが重要である
ことを指摘している。
その上で，経営学におけるresilience研究の可能性について，大きく２つに大
別している。組織的側面からのresnience研究（OrganizationalResihence）とマ
ネジメントの側面からのresilience研究（ManagingResⅢence：AResearch
Agenda）である。
前者としては具体的にシステムやネットワーク，資源の視点（Systems，
Networks，ａｎｄResources）と，組織構造や意思決定の視点（Organizational
StructureandDecisionMaking）を挙げている。たとえば，従業員の
resilienceとして，従業員の知恵や自己効力感，安定した感情，経験に対する
許容，社会的支持，感情認知，自律的な個認知的柔軟性などが研究対象とな
る可能性を指摘している。また経営学のresilience研究の可能性としてシス
テムやネットワークの分析単位を挙げている理由として，組織的なresilience
が他の組織や環境という外部要因との関係性に強く影響を受けるからであると
して，組織間関係の視点でresilience研究を蓄積することの重要`性を説いてい
る。
後者としては具体的に，個人と社会の視点（IndividualandSocialResilience）
と，組織間関係の視点（CoordinationWithinandAcrossOrganizations)，ネッ
トワークの視点（NetworkResilience)，危機状況下でのガバナンスのあり方と
（民間と）第三セクターと協業する視点（GovernanceandTri-Sector
Collaboration)，組織の再起力５を調査する視点（ExaminingOrganizational
Resilience)，組織経営の再起力と（分析の単位が異なる）社会的再起力の関係
を探る視点（OnlyifBusinessisResilientcanSocietybeResilient）を挙げてい
る。マネジメントの側面からresilience研究を進める場合には，構成要素や構
成要素間の関係，それぞれの軌跡を一つひとつ丁寧に記録し記述すること，そ
して，それらの測定方法に十分留意しなければならないことを指摘している。
また，このような研究を進める際には，時系列で整理して解釈することも有効
であるとの見解を示している。
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AcademyofManagementJournalにおけるエディターからのメッセージに
もあるように，経営学の学問領域においてのresilience研究を進めることは，
我々研究者にとって難しいタスクではあるものの，社会がよりresilientにな
るための社会を実現する一つの手立てとしては，重要なミッションを担ってい
るとも言えよう。
３．西暦1800年以降のresilience研究の系譜
Resilience研究を遡るために国士舘大学の図書館・情報メディアセンター
のOCLCWorldCatDiscoveryServices6を活用し西暦1600年から1980年に
かけて検索を開始した7.2016年１１月17日現在，同サービスを活用して
resilienceを検索すると，1,195件が該当した8．検索結果を「出版日（古い順)」
で出力したところ，もっとも古いresilience研究は1818年に遡る。それが，
Tredgold（l818a；l818b）である。論文のタイトルに"Onthetransverse
strengthandresilienceoftimber”（木材の断面の強度と弾性）や"Onthe
resilienceofmaterials;withexperiments”（素材の弾性に関する実証研究）と
あるように，物理学研究に起源があることが伺える。その後,Thurston（1874）
で確認されるように,resilience研究が工学領域に拡大している。そして，以後，
素材の特性に関する研究や機械工学研究を中心にresilience研究が蓄積されて
いる（たとえば，Lewis,1885;Daft,１８８９など)。
同検索結果において，異なる学問領域でresilience研究を確認することがで
きるのは，WellesandHill（1913）やＨｉＵａｎｄＦｌａｃｋ（1913)９においてである。
両論文は，proceedingsl0ではあるものの，前者の論文のタイトルが"The
lnfluenceoftheResilienceoftheArterialWallonBlood-Pressureandonthe
PulseCurve'.，後者の論文のタイトルが"TheEffectoftheLability(Resilience）
oftheArterialWallontheBloodPressureandPulseCurve-II，，そして，掲載
された雑誌が両論文ともBiologicalSciencesであることからも，resilience研
究が生物学・医学領域に拡大していることが確認できる'１。
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しかし，1900年代に入っても，工学領域における論文が主流となっているこ
とが確認される。ただし，一つの新たな特徴として確認されるのは，工学領域
におけるresilience研究ではそれまで木材と鉄・鉄鋼などの金属素材が中心で
あったが，1933年になると研究の対象となる素材が繊維に拡大している
(Schiefer1933）ことである。その後も，ガラス繊維（MathesandStewart，
1939）やゴム素材（Clark，KablerandBlanker，1940)，プラスチック素材
(Emsley,1943）など，研究対象となる素材が広がっていくl2o
Resilience研究に新たな潮流が確認されるのは1948年，子どもを分析対象に
した論文（Audric，1948）である。同論文以降，生物学上の「人間」を分析対
象としたresilience研究が確認されるようになる（たとえば，Murphy,1951)。
しかし人間を分析対象とした場合，心理的要素や教育的要素を含むことに特
徴がある。その点からは，resilience研究が心理学などの認知科学や教育学に
展開されたことを意味する。このことは，resilienceに関する研究が，心理学
に関するジャーナルに掲載され始める（ClarkeandClarke,1958）ことからも
確認できる。一方，教育学の領域でresilience研究が確認されるようになるの
は，1963年からである（Hunter，1963)。また，心理学領域におけるresilience
研究で特徴的な点は，resilienceの性質を特定し数値化して測定しているこ
とである。Windle,Bennett,ａｎｄＮｏｙｅｓ（2011）によると，１５の測定手法が開
発されている中で，主な測定手法としては℃ornner-DavidsonResilience
Scale”と“ResilienceScalefOrAdults，'，“BriefResilienceScale，，が定着してい
るという'3．
生物学上の「人間」のみならず，生物全般およびその生態系を分析対象とし
たresilience研究が確認されるようになる（BoccardyandCooper,1961)。こ
うして，resilience研究が生態学に展開されるようになっていく。そして，生
態学の学問領域においてresilienceの概念を定着化させるきっかけとなった研
究として広く知られているのがHolling(l973a）である（ピースマインド・イー
ブ株式会社,2014)。同研究は，一般均衡論のような静的な均衡モデルを否定し，
生態学では動的視点で分析する必要性を強調し環境の変化が起きた時に環
－１２４－
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境システムや生態系はどのように適応，あるいは，収束していくのかを
resilienceの概念を用いてモデル化したのである14。
特に1960年代以降に顕著に確認されることであるが，「人間」や「社会」を
分析対象としたresilience研究から派生した新たな研究領域が増加していく。
社会学（たとえば，Sandler，1980）や国際関係論（たとえば，FitzGeraldl964；
Inbar,2005)，政治学（たとえば，Hollingl973b;HuangMuellerandVertinsky，
1976;Furukawa，1999)，経済学（たとえば，BrownandGoodman，1980;HUL
WialandWolman,2008;Aiginger,2009）などが挙げられる。このようにして，
社会科学領域においてもresUience研究が定着するようになってきた。
2000年半ば以降は，resilience研究がサイバー．セキュリティを含むコン
ピュータ・サイエンスの領域に急速に拡大することとなった。第一のきっかけ
は，2006年，欧州連合の枠組みである「欧州重要インフラ防護プログラム
(EPCIP)」が発足したことに遡る。これを受けて，欧州ネットワーク情報セ
キュリティ庁（EmSA/EuropeanNetworkandlnfOrmationSecurityAgency）
が2009年に「レジリエンスのための欧州官民連携（EP3R)」を設立したのであ
る（内閣官房内閣サイバーセキュリテイセンター，2015)'5。こうして，サイ
バー・セキュリティを強化する文脈として，resilienceという言葉が散見され
るようになった。この傾向に拍車をかけることになったきっかけは，2013年２
月12日のアメリカ前オバマ大統領の一般教書演説であった。前オバマ大統領
は，そのなかで，サイバー攻撃による脅威が急速に拡大していることに触れ，
サイバー・セキュリティ強化のための大統領令に同日署名したことに言及し
た。この大統領令は「米国の重要インフラのセキュリティとレジリエンスを高
め，安全，セキュリティ，企業機密，プライバシー，および市民の自由を守る
と同時に効率`性，イノベーション，および経済繁栄を促進するサイバー環境を
維持するための我が国のポリシーである」と規定されている（米国国立標準技
術研究所，2014)'6゜ここから，「セキュリティレジリエンス」という単語が急
速に定着していくこととなった。
以上から，物理学研究に端を発するresilience研究が，本来の定義と文脈を
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超えて，工学領域，生物学・医学領域，生態学領域，認知科学領域，社会科学
領域，サイバー・セキュリティ（コンピュータ・サイエンス）の領域にまで大
幅に拡大してきていることが確認された'7．それとともに，reSilienCeという
単語が含まれる研究も急増することとなる。OCLCWorldCatDiscovery
Servicesにおいて2016年１１月17日現在，同サービスを活用して西暦1600年から
1980年に限定してResilienceを検索した場合，1,195件が該当したのに対して，
期間を1980年から2017年に設定して検索すると，2017年１月１０日現在，その数
は228,038件に飛躍的に増加しているのである。検索数の増大からも，
resilienceに関する研究が蓄積されていることを確認することができる。
4．自然科学・社会科学・認知科学・生態学領域における
resilience研究の分析対象
本節では，どのような物質，および,現象がresilience研究の分析対象になっ
てきたのかを，自然科学と社会科学，認知科学，そして。生態学に含まれるそ
れぞれの学問領域と関連づけた上で整理することとする。
４．１物質・素材・機能
物理学や工学などの学問領域におけるresilience研究の対象となっているの
は，木材や鉄・鉄鋼などの金属素材，合成プラスチックなどの素材が分析の対
象となり，resilience研究としては，それらの弾性や耐性について研究したも
のが多く確認される。1960年代以降は，単体の素材についてのresilience研究
というよりも，複合材に関するresilience研究が増えるということも一つの特
徴である。
４．２人間
教育学や心理学，およびそこから派生する精神病理学の研究領域における
resilience研究の分析対象は「人間」となっていることが多い。しかし，一言
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で「人間」といっても，その対象は多様である。年齢だけで見ても，子ども
(childoradolescence）の発育や成長段階で直面するストレスを分析対象とす
る研究（Luther，1991；VonEyeandSchuster,2000;EdomondAuslander，
ElzeandBowland,2006;Clinton,2008;Philips,2008）や，若者の生活を分析
対象とする研究（Stein,2008;TietandHuizinga,2010;Allan,McKeenaand
Dominey,2014)，高齢者の生活を分析対象とする研究（Kaneandgreen,2009；
PernaandMielck,2012）などが確認される。また，特殊な職種を分析対象と
する研究も確認される。たとえば，戦争を経験した軍人（およびその家族）の
resilienceを分析対象とした研究（Saltsman，Lester，Breardslee，Layne，
Woodward,andNash2011;Masten,2013）や，警察官が職務でうけたトラウ
マとの対時を分析対象とした研究（ArnetzandNevedaL2009)，イタリアの
都市警察が直面する職務を分析対象とした研究（PratiandPietrantoni,2010)，
キャリア初期の教師のresilienceを分析対象とした研究（PertersandPearce，
2012）などが挙げられる。さらに，特殊な家庭環境や特性を分析対象とした研
究も確認される。たとえば，家庭内暴力を経験した家族（および妻や子ども）
のresilienceを分析対象とした研究（McClureandChavez，2008；Martinez‐
Torteya,Bogat,VonEyeandLevendosky,2009）や，移民や難民を分析対象
とした研究（Murphy,1951;Lee,Brown,Mitchekk,andSchiraldi,2008;SosoU
CraigOrgen，andSchnak，2008;JordanandGraham，2012；Ahmad，Rai，
PetroviCErickson，andStwart，2013)，低所得者層を分析対象とした研究
(YOC,SlackandHolL2010)，再婚家族を分析対象とした研究（GreefandToit，
2009)，あるいはその逆で離婚した家族を分析対象とした研究（Greeffand
VanderMarwe,2004）などが挙げられる。そのほかにも，‘性別の異なる二卵
性双生児のresilienceの違いを分析対象とした研究（Boardman，Blalockand
Button,2008）や，自殺未遂者はresilienceの測定値'8が低いことを定性的調査
によって検証した研究（Roy,SarchiaponeandCarlL2007)，そして，マイノ
リテイーのresilienceを分析対象とした研究（Bowleg,HuangBrooks,Black，
andBurkholder，2003；Balsam，2008；YoungandGreen，2008；Herrmann，
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Scherg,Verres,VonHagens,SrowitzkLandwishchmann,2011;Schrier,
AmitaLAronson,Rubinow,Altaman,Nissenabaum,andAmital,2012)，など
が確認されている。
４．３地域
分析対象を「人間」としたresilience研究から関連して，あるいは，派生し
て，特定地域や国をresilienceの研究対象とした研究も確認される。特定地域
や国そのものを分析対象としている研究のみならず，特定地域や国を研究対象
としていても具体的分析対象が，ある特定の属性や地域住民，地域コミュニ
ティといった人間（人間集団）に当てられている研究や，地域の環境および環
境の変化への適応そのものに焦点が当てられている研究も確認される。
特定地域や国そのものを分析対象としている研究としては，国際社会から孤
立したキューバの適応を分析対象としたBuchamann（2009）が挙げられる。
特定の地域における人間に分析対象が当てられている研究としては，たとえ
ば，ＢｒｏｗｎａｎｄＧｏｏｄｍａｎ（1980）は，１７世紀のイタリアのフィレンツェ地域
における経済の変化と女性の役割の変化をresilienceとの関連性から分析して
いるし，Greenhill,King,Lane,andMcDougall（2009）は，オーストラリア南
部で農業を営む農家が自然災害（この論文では水不足）にどう立ち向かうのか
について調査しresilienceの特性を特定している。また，Busapathunmrong
(2013）では，タイの洪水被害から復興する国民のresilienceに焦点が当てら
れている。
一方，特定の地域環境に分析対象が当てられている研究として，たとえば，
Garcfa-Romeo,Oropeza-Orozco,andGalicia-Sarmiento（2004）は，メキシコ
の熱帯雨林を分析対象に，３０年にわたる地形の変化をresilience研究として報
告しているしBee，Kunstler,ａｎｄＣｏｏｍｅｓ（2007）は，ニュージーランドの
森林において，１２種類の木の特性を特定し成長の早い木の特徴をresilience
の観点から分析しているものもある。ほかにも，IbelingsandPortielje（2007）
は，オランダの湖の富栄養化を事例にどのように浄化されていくのかという視
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点でresilience研究を報告しているし，CaslsonJr，YarbrQKaufman，and
Mattson（2010）のようにカリフォルニア西海岸の自然災害（台風や暴風）か
ら海草がどのように環境適応したのかという視点でresilience研究を報告して
いる。さらには，オーストラリア南東部に位置する５つの地域に生息する鳥の
コミュニティのresilienceを対象にしている研究（Fischer，Lindenmayer，
BlombergMontague-Drake,Felton,andStein,2007）や，オーストラリアの
クイーンズランド地域を襲った歴史的被害をもたらした洪水から町がどのよう
にこの災禍に立ち向かい再生したのかという文脈でresilienceを捉えた研究
(Keogh,Apan,MushtaqKing,ａｎｄThomas,2011）などもある。
これらの研究は，特定地域や国を研究対象とした数多くの蓄積されてきた研
究のごくごく一部に過ぎない。しかし一般的傾向として確認されるのは，国
連やＯＥＣＤの文脈，あるいは社会科学での文脈でresilienceがriskとセット
で捉えられる傾向があるのに対して，特定の地域環境や自然災害に分析の主軸
が当てられている研究においては，特に，resilienceはvulnerability（脆弱性）
とセットで捉えられる傾向が高いことが確認されている点である。
４．４環境・生態系
特定地域や国の環境を単体として認識したresilience研究のほかに，環境を
システムとして認識した上で，システム全体を研究の対象として研究を蓄積し
てきたのが生態学領域におけるresilience研究である。この学問領域になると，
分析の対象となるのは，よりダイナミックな関係を捉えた，生物や生物間の食
物連鎖，生物の多様性，あるいは，エコシステムとなることが増える。OCLC
WorldCatDiscoveryServicesでの西暦1600年からresilience研究を検索(2016
年11月17日現在）した結果において，生態学領域で最も早いタイミングに該当
する研究は，BoccardyandCooper（1961）である。同研究は，川に住む魚の
生態系を分析対象としたものである。
それ以降，分析対象となっている生態系としては，湖に生息する藻やプラン
クトンを対象にしている研究（Angeler，TrigaLDrakare，Johnson，ａｎｄ
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Goedkoop2010）や海洋のエコシステムそのものを対象にしている研究（Levin
andLubechenco，2008)，生物の多様`性に焦点を当てた研究（Petcheyand
Gaston，2009)，グレートバリアリーフ南部における天候の変化に対するサン
ゴ礁の生態系の変化と環境適応を対象にした研究（MaynardMarshall，
Johnson,andHarman,2010）などが挙げられる。
さらにより生態学の理論的見地からresilience研究をおこなっている研究
として，またHolling（1973a）の生態学における動的視点を表すために
resilienceの概念を用いてモデル化した研究を深めたものとして,Holling（1996）
やPeterson，Allen，Holling（1998)，Elmquvist，Folke，Nystrom，Perterson，
Bengtsson,Walker,andNorberg（2003)，HughesBellwood,Folke,Steneck，
andWidson（2005）が挙げられる。Holling（1996）では，科学としての生態
学（ecologicalscience）が生物科学（biologicalsciences）として理論的に昇
華されてきているのに対して，環境科学（environmentalscience）は，物理
学（physicalsciences）や工学（engineering）として理論的発展を遂げたがゆ
えに両者の理論的対立や見解の相違が発生しているとの問題認識から'９，両者
を傭撤したエコシステムの構造と機能を整理した。その上で，resilienceには，
生態学的resilience（ecologicalresilience）と工学的resilience（engineering
resilience）があるとして，前者がより動態的に適応し，時にはシステムその
ものを変態する力であるとしたのに対して，後者を経済学理論のような均衡の
概念で示されるようにシステムの中で体制を戻す力であると区別している。そ
して，これら異なる２つのresilienceをマネジメントする必要』性を強調してい
る。
Peterson,ｅｔａＬ（1998）は，このHolling（1996）の基本的主張を踏襲して，
種の多様性と生態学的機能の関係から，生態学的resilienceのモデルを構築し
ている。そして，種が多様であるほど，生態学的resilienceが高いことを理論
的に証明している。そして，この生態学的resilience研究は，単に生態学とい
う学問領域にとどまらず，グローバルな変化に対する人類という文脈において
も援用することが可能であると言及している。さらにより注目すべきは，同
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研究が，アメリカ航空宇宙局（ＮＡＳＡ）の研究支援を受けているという点であ
る20゜このような論調からも，生態学が生態学という学問領域にとどまらず，
社会生態学へと展開していく礎となっていることを理解することができ，ま
た，このような研究をアメリカの国の政策としても支援しようとしていたこと
をうかがい知ることができる。
Elmqvist，ｅｔａｌ．（2003）では，それまでの生態学および生態学的resilience
研究の論調を踏襲している点には代わりがないものの，同研究は，より社会生
態学への展開を示唆するものとなっている。なぜなら，論文中に明確に「我々
はエコシステムの一部で，ダイナミックに変化する部分として位置づけられて
いる」と言及していることから理解することができる。また同研究の特徴は，
多様性の議論に焦点が当てられていることにある。多様性を機能的多様性
(functionaldiversity）と反応的多様性（responsediversity）に区別し前者
が相互補完的に活動することで現在における地球全体の最適化すなわち，現
在の状況下での地球のパフォーマンスを最大化するための多様性であるのに対
して，後者は強いストレスや非常事態に直面してもコミュニティを維持して成
果を出し続けることが可能であるような多様性であると定義している。その上
で，反応的多様性が高いほど，エコシステムの中でのresilienceが高いことを
検証し，不確実の状況下においては反応的多様性をマネジメントすることが，
エコシステムを効率的にマネジメントする上で極めて重要であることを強調し
ている。同研究は，生態系の変化は人類の存続に大きな影響を与えること，そ
して，エコシステムにおける生物学的多様性の法則から社会および経済的発展
の方法を学ぶことができるとして，人がいかにしてエコシステムのマネジメン
トをおこなうのかそして，政策的にどのように進めるのかが－つのテーマと
扱われようとしていることを示唆している。Huges,ｅｔａｌ．（2005）においても，
この点が強調されている。
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５．社会生態学および経営学に主眼を置いたresilience研究
1990年代後半から，生態学の学問領域におけるresilience研究において，そ
れぞれの研究において，基本的な論調に変化が少しずつ生じていた。すなわち，
ダーウィンの進化論（Darwin,1859）に端を発する純粋な生物学の進化論とい
う観点からの生態学から展開して，地域や社会，人類の観点から生態学を位置
づけなおすという傾向である。2000年頃になると，その傾向はより顕著となり，
生態学の学問領域でのresilience研究と，地域や社会における人間を捉えた研
究を融合する研究も現れ，新たな学問体系に発展した。それが，社会生態学，
すなわち,Socio-EcologicalSystem(SES）と呼ばれるようになった領域である。
生態学に軸足を置いていた研究者らが，その軸足を少しずつ社会生態学にも向
けていった軌跡がわかる（表ｌ）。
社会生態学の初期の代表的な研究として，Adger（2000）が挙げられる。同
研究では，生物学的reSilienCeと社会学的reSilienCe2lがコミュニティのエコシ
ステムや経済的活動を基盤としていることや，人類が環境（生態系）の資源に
依存していることから接続`性があるという着想のもと，生態学と生態学的経
済，および都市社会学との（学問的）接続性のレビューを試みた上で，ベトナ
ム北部のマングローブの森の事例から検証している。自由市場での取引（生態
学的視点から見た経済活動）とマングローブの保全（生態系やエコシステムの
循環）という観点から，エコシステムを崩壊させかねない危機をどのように乗
り越えるのかという意味で社会的reSilienCeを考察しようとしたのである22。
またマングローブの保全に関しては，政府が政策を施行したことによって自
然の変化に歯止めをかけることができたこと，すなわち，政策立案によって社
会的resilienceを高めることが可能になったことにも注目しており，生態系の
安定性とresilienceを考える上で，政策面の果たす役割が大きいことを指摘し
ている23゜この点については，本稿の第２節の２．１と２．２で確認されたよう
に国連が進めているUNISDRのような防災の活動や，ＯＥＣＤが提示する
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表１研究者による研究領域の整理
１９９８－
出所：筆者作成
resilienceのガイドラインからも同様な論調が確認されている。また，このよ
うな論調を展開する研究に対してアメリカ政府やイギリス政府の研究助成がな
されていることも，この論調を支持していることを意味する。したがって，政
府や国際機関におけるresilienceの立脚点は，社会生態学にあるといっても過
言ではないことがわかる。
Adger（2000）以降，後のUNISDRやＯＥＣＤの基本的立場に大きく影響を
与えることになる社会生態学におけるresilienceの研究が蓄積されていき，
Social-EcologicalSystemの構造が明確になっていく。Walker，Holling
Carpenter，andKinzing（2004）やAdger，Hugers，Folke，Carpenter，and
Rockstrom（2005)，Folke（2006)，FolkeCarpenter，Walker，Scheffer，
Chapin,andRockstrom（2010）などが主張するSocial-EcologicalSystemの構
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出版年 著者 学問領域
１９７３年 Ｈｏｌｌｉｎ ９ 生態学
１９９６年 Ｈｏｌｌｉｎ ９ 生態学
年 Ｐｅｔｅｒ,Ａｌｌｅｎ，ａｎｄＨｏｌｌｉｎｇ 生態学
２０００年 Ａｄ geI、 社会生態学
２００２年 Ｆｏｌｋｅ，Ｃａｒｐｅｎｔｅｒ，Ｅｌｍｑｖｉｓｔ，Ｇｕｎｄｅｒｓｏｎ，
Ｈｏｌｌｉｎｇ，ａｎｄＷａｌｋｅｒ
社会生態学
2003年 Ｅｌｍｑｖｉｓｔ，Ｆｏｌｋｅ，Ｎｙｔｒｏｍ ， Ｐｅｔｅｒｓｏｎ
Ｂｅｎｇｔ８ｓｏｎ，Ｗａｌｋｅｒ，ａｎｄＮｏｒｂｅｒｇ
生態学
2004年 Ｗａｌｋｅｒ，Ｈｏｌｌｉｎｇ，Ｃａｒｐｅｎｔｅｒ，ａｎｄＫｉｎｚｉｎｇ 社会生態学
2005年 Ｈｕｇｅｓ，Ｂｅｌｌｗｏｏｄ，Ｆｏｌｋｅ，Ｓｔｅｎｅｃｋ，ａｎｄＷｉｄｓｏｎ 生態学
2005年 Ａｄｇｅｒ，ＨｕｇｅｒＨ，Ｆｏｌｋｅ，Ｃａｒｐｅｎｔｅｒ，ａｎｄ
Rockstrom
社会生態学
200(;年 Ｆｏｌｋｅ :仕会生態学
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成要素（視点）として,"resilience,，と``adaptability"，そして"transfOrmability，,
を挙げている。“resilience"は危機や外部環境の激変のショックを吸収し，継
続的に組織を再編・適応することができる能力と定義している。“adaptability”
はresilienceの一部で，組織の外部や内部の変化に対して構成員が対応する能
力と定義している。そして，“transfOrmability"は新たな状況に適合できる根
本的な新たなるシステムを作り出す力と定義している。これらの力（能力）を
社会的に醸成する必要があることを強調している２４．
－方で，経営学領域においても，少しずつresilienceの研究が確認されるよ
うになってきた。しかし2017年１月現在，経営学の学問的体系として
resilienceが根づいているかといえば，そうとは言い難い現状が確認される。
たとえば，経営学の領域でのトップジャーナルの一つであるAcademyof
Managementが発行する雑誌（AcademyofManagementJournalとAcademy
ofManagementReview，AcademyofManagementPerspective，Academyof
ManagementProceedings）で，論文タイトルと要約にresilienceに言及してい
る論文を検索すると（2017年１月１９日現在)，162件が該当する25。しかし，
Journalとしての評価が最も高いAcademyofManagementJournalに掲載さ
れている論文はShin，Taylor，ａｎｄＳｅｏ（2012）とWilliamsandShepherd
(2016)，ＲａｏａｎｄＧｒｅｖｅ（2017）の３論文のみである（RaoandGreve（2017）
は，論文自体は受理されていて掲載が決定して，Onlineでは論文を確認する
ことはできるものの（2017年１月17日現在)，印刷はまだされていない状態に
ある)。その上，Shin，Taylor，ａｎｄＳｅｏ（2012）は，従業員の誘因と心理面で
のresilienceに着目して，組織的変化に際してどれほどこの２つが重要な要素
となっているかを定量分析で測定しているしWilliamsandShepherd（2016）
は，ハイチでの地震をうけて地元のベンチャー企業がいかにして再起をかけた
のか，丁寧な聞きとり調査をもとに分析が加えられているものの，社会生態学
に立脚点をおいている論文となっている。したがって，Academyof
ManagementJournalにおいて純粋な経営学領域におけるresilienceとしての
研究はまだほとんど確認することができないのである。
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しかし，AcademyofManagementProceedingsというAcademyof
Managementの学会報告のための論文（proceedings）では26,論文タイトル
および要約においてresilienceに言及している論を150本も確認することがで
きる。このなかには，企業の適応力や再生力をいかにして高めるのか，そして，
起業家の心理をいかに強くするのか，組織のリーダーの役割として組織の
resilienceをいかに高めるのかなどの研究を数多く確認することができる。
2017年１月段階では，proceedingsレベルであるものの，これは，すなわち，
今後，経営学の領域にresilience研究の蓄積が進行中であることを如実に表し
ている。
この傾向は，経営学の中でも戦略論領域の研究に特化したトップジャーナル
の一つであるStrategicManagementSocietyが発行する雑誌（Strategic
ManagementJournalとStrategicEntrepreneurshipJournaLGlobalStrategy
Journal）も同様である。論文のタイトルおよび要約において，resilienceに言
及されている論文は，StrategicManagementJournalで35本，Strategic
EntrepreneurshipJournalでは１１本，GlobalStrategyJournalでは６本と，決
して多くはない。また，このなかでJournalとしての評価が最も高いStrategic
ManagementJournalに掲載されている論文で論文タイトルにresilienceとつ
けられている論文は，ＣａｒｍｅｌａｎｄＭａｒｋｍａｎ（2011）とOrtiz-De-Mandojana
andBansal（2016）の２本のみである（2017年１月１７日現在／そして，後者の
論文についてもまだ印刷がなされていないために，ｏｎlineでしか確認すること
ができない)。
CarmelandMarkman（2011）は，なぜ古代ローマが長きにわたって覇権を
握り続けることができたのかという問題認識のもと，掌握の戦略（capture
strategy）と統治の戦略（governancestrategy）の両方を同時に満たしたた
めであること，そして，そのための４つの戦術（統治の省力化による戦力と国
力の維持，強みを発揮する体制の構築，統合した植民地を孤立化させて結託さ
せない，前哨地点を継続的に進める方針）を実行していたことによって，古代
ローマの組織的resilienceが高まったと結論づけ，現代企業においても，長期
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にわたって繁栄を続けるためには，この戦略が有効であると主張している。同
研究は，古代ローマが長期にわたって覇権を握り続けた分析としては興味深い
ものの，その分析結果が果たして近代的社会および企業にどの程度当てはまる
のかの検証が不十分である。したがって，組織的resilienceの構成要素や適応
条件などについては，精査する必要があると言えよう。
Ortiz-De-MandojanaandBansal（2016）については，社会的・環境的実践
(socialandenvironmentalpractices)27を多く積んだ企業が，長期的には財務
的不安定性が低く，成長率も高く，生存率も高いことを定量的調査から導出し，
その理由を，社会的環境的実践の蓄積が，組織的resilienceを高めるためであ
ると結論づけている。したがって，社会的・環境的実践を積んだ組織的
resilienceが高い企業こそが長期的利益を実現することができることを強調し
証券市場の動向や株価に結びつくだけの短期的利益を追求する企業の姿勢や経
済的潮流を批判している。同研究で意味している組織的resilienceとは，組織
が環境に対して予測し適応する知識の蓄積であると定義して，（静的な属性
ではなく）経路依存的で，事前には意図していなかった最悪の事態に対しても
組織として認知し，対応することのできる非可視的能力であると定義してい
る。またこの組織的resilienceは２つの能力（環境が変化するシグナルに迅
速に気づいて対応する能力と，幅広く変態することができる柔軟な資源に転換
することができる能力）から構成されるとして，それゆえ，長期的にわたって
危機を克服することができる企業となると強調している。ただしこの組織的
resilienceはリスクマネジメントとは大きく異なる点を指摘している。なぜな
ら，リスクマネジメントは危機を想定して対策を取ったり，危機を回避したり
する行動を選択する（したがって，リスクマネジメントは冗長性が高く，過剰
対応になる傾向がある）のに対して，resilienceはそもそも想定できない事態
に対して準備することであり，多様性の原則のもと，柔軟性や再生，イノベー
ションに重きをおいた対応をするためである。Ortiz-De-Mandojanaand
Bansal（2016）の研究は，Ｃａｍｅｌｅｔａｌ．（2011）とは異なり，企業という組織
をストレートに捉えたresilience研究であるといえよう。したがって，今後は，
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同研究を踏まえたresilience研究が，経営学の学問領域において増えてくると
推測される。
以上から，経営学領域におけるresiuenceの研究は，2017年１月現在におい
て「夜明け前」であると言えよう28．それでは，今後，経営学領域において，
いかなるresilience研究の議論の展開可能性が考えられるのかといった理論的
展開可能性を考察することとする。
６経営学研究における組織能力とダイナミック・ケイバビリティ
との理論的展開可能性
経営学領域での（主に企業を分析の単位としている）resilience研究である
Cameletal．（2011）やOrtiz-De-MandojanaandBansal（2016）の根底にある
共通した研究の認識は，「(環境の変化が激しい状況下で）なぜ，高い業績・成
果を達成できるのか，そして，競争力を発揮し続けることができるのか」であ
る。すなわち，これが研究の被説明変数になっているのである。従来，経営学
研究では，この被説明変数を説明する説明変数として，コア・コンピタンス
(PrahaladandHameL1990；HamelandPrahalad，1994）や組織能力，ダイ
ナミック・ケイパビリテイ（Teece，２００７；２００９；TeecePisano,andShuen，
1997）などが取り上げられてきた。コア・コンピタンスとは，企業がさまざま
な製品やサービスの主導権を握るもとになっている能力，すなわち，企業独自
の中核的な能力のことを指している。組織能力とは，競争に勝つための独自の
強み（楠木，2010)，あるいは，①ある経済主体が持つ経営資源・知識・ルー
チンなどの体系であり，②その企業独特のものであり，③他者がそう簡単には
真似できない（優位性が長もちする)，④結果としてその組織の競争力・生存
能力を高めるもの（藤本，２００３：２８）である。したがって，コア・コンピタン
スは組織能力の－つであると位置づけることができる29．ダイナミック．ケイ
パビリテイとは，状況に応じて組織が意図的に資源を創造・拡大・修正する能
力（Teece，2007;2009;TeecelPisano,andShuen，1997）である。すなわち，
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ダイナミック・ケイパビリテイは，資源依存論に基づく研究の流れを汲みつつ，
組織が環境の変化を乗り越えて優位`性を獲得し，持続する能力なのである（福
澤，2013)。そして，ダイナミック・ケイパビリテイは，３つの力に分解でき
るという。それは，①機会と脅威を感知．具体化する力30,②機会を捕捉する
力31,③企業の無形・有形資産の強化・結合・保護に加え，必要な場合におこ
なわれる再配置を通じた競争力を維持する力3２（Teece，２００７；2009）である。
以上から，コア・コンピタンスや組織能力が組織の内部を研究の対象とし
て考えられているのに対して，ダイナミック・ケイパビリテイは，組織と環境
の変化との関係も含めて研究の対象としていることが明確になる。したがっ
て，コア・コンピタンスおよび組織能力の研究とダイナミック・ケイパビリ
テイの研究とは，分析の単位（unitofanalysis）が異なり，ダイナミック・ケ
イパビリテイの方がより大きな概念を示していることがわかる。
このように考えるとダイナミック・ケイパビリテイには２つの構成要素が存
在することを確認することができる33゜それは，組織内部での適応に関する要
素と組織外部に対する適応に関する要素である。本稿では，前者を「内部適応
要素」とし，後者を「外部適応要素」と示す。
また，このように考えることによって，経営学におけるresilience研究の理
論的展開可能性が開けるようになる。なぜなら，ダイナミック・ケイパビリ
ティの内部適応要素として，コア・コンピタンスや組織能力が位置づけられる
のに対し，外部適応要素としてresilienceが位置づけられることが想定される
ためである。なぜなら，コア・コンピタンスや組織能力が組織内部を分析の単
位として研究されており，resilienceが組織外部との関係`性を分析の単位とし
て研究されているためである。したがって，組織は，組織内部での適応と組織
外部との適応の２つを満たさなければ，組織にダイナミック・ケイパビリテイ
を醸成して結果として高い優位性を持続させることは難しいことになる。この
構造は，水野（2013）の「内的ダイナミック適応」と「外的ダイナミック適応」
の関係構造と基本的に同様である。同研究では，組織の主体性34を所与とした
場合，対応すべき課題の発生要因（｢発生する要因の所在｣）が組織内部にある
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のか外部にあるのかの関係構造を示している。内的ダイナミック適応とは，「組
織の成長のプロセスにおいて，組織内部に発生した．および，これから発生す
るだろうと想定される課題に対して，さらなる組織の成長を踏まえたうえで課
題が顕在化・表面化する前に対策を講じる組織的行動のこと」（ｐ320）であり，
外的ダイナミック適応とは，「発生する課題の所在が組織の外部にあり，それ
に対して成長の機会に転換できるような能動的対応をしている」（P319）組織
的行動のことである。
また内部適応要素と外部適応要素は，既存研究を確認すると，一方向に影
響を与えることもあれば，相互にインタラクティブであることもわかる。一方
向の場合の影響を示した研究として，水野（2013）では，事例研究から内部適
応要素が外部適応要素に影響を与える関係性を示している。なぜなら，「組織
が「内的ダイナミック適応」を続けることで，組織的な能力が蓄積され，発生
時期の特定が困難かつ不確実性が高い「外的ダイナミック適応」を可能にする」
(ｐ321）ことに言及している。また，Teeceetal．（1997）の議論でも，急速に
変化する環境に対応するための対応力は，現在の資産やそれまでの発展経路が
組織に大きな影響を与えていることが指摘されている。一方で，その逆のパ
ターンとして，外部適応要素が内部適応要素に影響を与える場合もある。
Chandler（1962）は，組織構造を決定する要因として，戦略立案が先にあり，
その戦略は，市場環境や顧客ニーズの影響を色濃く受けて策定されることを
"Structureflowsstrategy,,と表現している。すなわち，このChandler（1962）
の主張は，外部適応要素が内部適応要素に影響を与えているという関係性を示
しているのである。
さらにＴｅｅｃｅｅｔａｌ．（1997）においては，ダイナミック・ケイパビリテイ
を急速に変化する環境に対応するために企業内部や外部の競争力を統合し
構築し，再構築する企業の能力であると定義していることから，内部適応要素
と外部適応要素が相互にインタラクティブであることを明示的に示している。
これらの理論的構造と関係を示したものが図ｌである。
このような理論的構造であると考えると．福澤（2013）が指摘する「(藤本
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(1997）やBurgelman（2002ａ；2002b）の）実証研究はダイナミック・ケイパ
ビリテイの登場やその後の発展と時期を同じくしており，取り扱うテーマも
｢能力構築能力」（藤本，1997）や「戦略形成プロセス」（Bergelman，2002ａ；
2002b）というように一見するとダイナミック・ケイパビリテイ論と親和性の
高いものであるにもかかわらず，お互いにほとんど参照しないということがお
きている」という疑問に簡単に答えることができる。それは，藤本（1997）や
Burgelman（2002ａ；2002b）の実証研究は，ダイナミック・ケイパビリテイ
における内部適応要素に主眼を置いた研究であり，ダイナミック・ケイバビリ
ティそのものの研究とは，そもそも分析の単位が異なっているからに他ならな
いためなのである。
図１ダイナミック・ケイパビリティに関する理論的構造
被説明変数説明変数
ダイナミック・
ケイパビリティ
環境の変化が激しい状況下
で高い業績・成果を達成する
ことができる
高い競争力を発揮し続ける
ことができる
ロＰ② 外部適応要素（resilience）
内郭適応要素
（組織能力）
出所：作者作成
７．結論
本稿では，resilience研究がどのように解釈されてきたのかの学問的系譜を
探り，経営学研究におけるresilience研究の理論的展開可能`性を考察した。
2000年以降の主要なresilience研究としては，生態学やその学問から派生した
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社会生態学，またコンピュータ・サイエンスの領域などで多く確認されてい
た。一方で，経営学領域におけるresilience研究は「夜明け前」であることも
確認された。それを踏まえた上で，経営学研究におけるresilience研究の理論
展開可能性として，コア・コンピタンスあるいは組織能力，またダイナミッ
ク・ケイパビリテイとの理論的統合を試みた（図１）。ただし本稿では，レ
ビューに基づき，理論的展開可能性を示した試論の段階であり，まだまだ級密
な論理の積み重ねが不可欠である。この点は，今後の課題としたい。
その一方で，組織能力やダイナミック・ケイパビリテイとの理論的関係性を
明確に示すことができたという点では，一定の評価に値するであろう。
謝辞
本稿の文献レビューを進める上で，文献のダウンロードに関して本学経営学
部の中野常男教授に多くのご尽力をいただいた。また，脚注25に示したように，
本学電子ジャーナルサービスでは，トップジャーナルのダウンロードに制約が
あるため，この状況改善のために，教務部長である理工学部機械工学系の岸本
健教授，および，経営学部の中野常男教授，田淵泰男教授が，図書ダウンロー
ドサービス改善への働きかけをしてくださっていることを，改めて記して感謝
したい。
参考文献
Adger,ＷＮ.,（2000）SocialandEcologicalResilience:AreTheyRelated？，Ｐｍｇ"SS
i〃肋加α〃ＣｅＱｇｍＰﾉby,vol24,ｎｏ､3,347-364．
Adger,ＷＮ.,Huges,Ｔ､Ｐ.,Folke,Ｃ,Carpenter,Ｓ,Ｒ,＆Rockstrom,』.,（2005）Social‐
EcologicalResiliencetoCoastalDisastersscje"Ce,vol､309,iss､5357,1036-1039．
Ａｈｍａ｡,Ｆ､,Rai,Ｎ､,Petrovic,Ｂ,Erickson,Ｐ.Ｅ,＆Stewart,，.Ｅ,（2013）Resilience
andResourcesAmongSouthAsianlmmigrantWomenasSurvivorsof
PartnerViolence,ノリ”"α/ｑ/,加加jgm"/α"ｄ雌"ｏｒｊｔｙＨｂａ肋／Ｃｅ"花γｑ/、
１V/"航かＰ"ＭｃＨＣａﾉﾒﾉｾ,vol15,ｎｏ､6,1057-64．
Aiginger,Ｋ，（2009）StrengtheningtheResilienceｏｆａｎＥｃｏｎｏｍｙ,〃たγCCC"o”Cs，
vol,44,ｎｏ､5,309-316.
－１４１－
[論文］Resilienceに関する文献レビュー（水野）
Allan，Ｊ､，McKeena，』.，＆Dominey，Ｓ，（2014）DegreeofResilience：Profiling
PsychologicalResilienｃｅａｎｄＰｒｏｓｐｅｃｔｉｖｅＡｃａｄｅｍｉｃＡｃｈｉｅｖementin
Universitylnductees,DjrisルノＭγ"αノｑ／Ｇ"伽"Ｃｅ＆ＣＯ"s"ﾉﾉﾉ"gvoL42,ｎｏ､1,
9-25．
Angeler，Ｄ，Trigal.，Ｃ､，Drakare，Ｓ､，Johnson，ＲＫ，＆Goedkoop，Ｗ､，（2010）
Ｉ｡entifyingResilienceMechanismstoRecurrentEcosystemPerturbations，
Occo/OgjZz,voLl6,ｎｏ.’（201009),231-241．
Arnetz，ＢＢ，＆Nevedal，，．Ｃ，（2009）TraumaResilienceTrainingfOrPolice：
PsychophysiologicalandPerfOrmanceEffects,ノリ"γ"α/けＰＣ/ｉｃｅα"ｄＣγ/〃"αノ
PSych0/Ogy：Ｔ"ＣＱ'ｆｃｊａノノリ”"αノｑ/､ﾉﾉzcSocjety／bγＰＣ/ｉｃｅα"‘Ｃγｊ〃"αノ
PSyc/DC/Ogy,voL24,ｎｏ､1,1-9．
Audric,孔（1948）TheAmazingResilienceofChildren,Ｍｂ`jcaノＷＭ‘,ｎｏｖ５,vol69,
,011,329-331．
BalsamKF,（2008）Trauma,StressandResilienceamongSexualMinorityWomen：
RisingLikethePhoenix,ﾉＤ"γ"α/q/化s6/α〃Ｓｊ"伽s,ＶＯＬ7，，０４（20080922),1-8．
Bee,Ｊ､Ｎ,Kunstler,Ｇ,Coomies,、Ａ，（2007）ResistanceandResilienceofNew
Zealandtreespeciestobrowsing,ﾉD”"αﾉq/ＥＣＯ/Ogy,vol95,,05,lOl41026
Boardman,Ｊ、,Blalock,ＣＬ,＆Button,ＴＭ.Ｍ,，（2008）SexDifferencesinthe
HeritabilityofResilience，Ｔｚ(ﾉ/〃此sea"んα"ｄ肋加α〃年"e/jcsJノノｂｅＱ'fcjαノ
ノリ”"α/q/・ノルI>z"γ"αtj0"α/Society/bγＴｚ()/〃Ｓ〃djes,vol11,ｎｏ､1,12-27．
Boccardy,ＪＡ,＆Cooper,ＥＬ.,（1961）ResilienceofaFishPopulationinaSteamin
Pennsylvania,Ｔルル09"ssjz）eFM-C"//"γ/s',vol23,ｎｏ.’（196101),26-29．
Bowleg,Ｌ,Huang,Ｊ,Brooks,Ｋ､,Black,Ａ,＆Burkholder,Ｇ,（2003）TripleJeopardy
andBeyond:MultipleMinorityStressandResilienceAmongBlackLesbianS
Jo"γ"α/q/ＺｅＷα〃Ｓｍ`jcs,voL7,ｎｏ､4,87-108．
Brown,J､Ｃ,＆Goodman,Ｊ,（1980）WomenandIndustryinFlorence,Ｔ/zeﾉD"γ"α/Cl／
ＥＣＯ"o〃c〃sｔoか,ｖ４ｑｎｌ（19800301),73-80．
BuchamannC.，（2009）ＣｕｂａｎＨｏｍｅＧａｒｄｅｎｓａｎｄＴｈｅｉｒＲｏｌｅｉｎSocial-Ecological
Resilience,肋加α〃ＥＣＯ/Ogy:Ａ〃たγ伽clipﾉﾉ"αbﾉﾉＤ"γ"α/,voL37,ｎｏ､６（200912)，
705-721．
Burgelman,ＲＡ，（2002a）StrategyasVectorandtheInertiaofCoevolutionary
Lock-in,Ｍ〃"ｉｓ”rjDeScjc"ｃｅＱ"αγ〃γ/【y,vol47,325-357．
Burgelman，ＲＡ，（2002b）Stmtegy/Sm"sjty：Ｈ０ｚ(ノＳｔ'mUgy-MzAj）ｚｇＳ/mPesa
ComPα"ｙｌｓ〃'"”,ＦｒｅｅPress,ＮＹ・
BusapathumrongP.，（2013）DisasterManagement:VulnerabilityandResiliencein
DisasterRecoveryinThailand,ノＭγ"αノｑ／ＳｏｃｉａノＷｂγﾉＭ〃ＤｊｓａＭｊｒｙ＆
Ｒｅ/ｚａＭｊｍｉｉ０",vol12,ｎｏ､1-2,67-83.
－１４２－
経営論叢第６巻第２号（2017年３月）
CaslsonJr"Ｐ.Ｒ､,Yarbro,ＬＡ,KaufmanKA＆Mattson,ＲＡ,（2010）Vulnerability
andResilienceofSeagrassestoHurricaneandRunofflmpactsalongFlorida,s
WestCoast，hydorobiologia：Ｔ/ｚｅＩ>z蛇γ"αtjo"αﾉﾉﾘ"γ"αノCl／Ａ９"α/ｊｃＳｃｊｅ"CCS，
vol､649,,01（201007),39-53．
Calmeli,Ａ､,＆Markman,ＧＤ.,（2011）Capture,Governance,andResilience:Strategy
lmplicationsfromtheHistoryofRome,ＳｔｍｔｅｇｉｃＭｚ"CZgP籾e"tノリ"γ"α/,vol32,
,03,322-341．
Chanler,ＡＤ・Ｊｒ.，（1962）Ｓ”ﾉﾋﾞｇｙα"ｄＳｔγ"c/"”：Ｃ"幼花バノ刀伽HIsrorycW/Ｚｅ
Ｉ７ｚ伽smtz/Ｅ"ｔｅゆγ応e,ＭＩＴPress,Cambridge,ＭＡ．
Clark，ＧＬ，Kabler，Ｍ､，＆Blanker，Ｅ，（1940）HysteresisinCrystallizationof
StretchedVulcanizedRubberfromX-RayDataCorrelationwithStress-Stram
BehaviorandResilience，ノ>zd"stγjαノ＆Ｅ'zgj"CeγﾉﾉｚｇＣ"e加な”，vol､32,ｎｏ､１１
（194011),1474-1477．
Clarke，ＡＤ．Ｂ，＆Clarke，ＡＭ.，（1958）CognitiveandSocialChangesinthe
Feebleminded-ThreeFutureStudies,町伽/zノリ"γ"α/ｑ/Ｐﾉﾉﾛﾉcomgy,vol､49,ｎｏ２
（May),144157．
Clinton，』.，（2008）ResilienceandRecovery，Ｉ>z花γ"(ztj0"αノノリ”"αノｑ／Ｃﾉｶ〃γe"､
助ｊγ伽α"bﾉ,vol・'3,ｎｏ､3,213-222．
Coutu,ＤＬ.,（2002）HowResilienceWorks,HtzγuαγｄＢ"sj"essReu〃,Ｍａｙ（Reprint
RO205BL
Daft,Ｌ，（1889）SomeRecentElectricalWorkontheElevatedRailroadsandits
bearingontheRapidTransitProblem,Ｔｍ"sacrj0"ｓｑ//"Ａ腕cγｊｃａ〃ＤＭt"花
ｑ/Ｅ/ectγｊｃａ/Ｅ'zgj"Ceパ,vol6,ｎｏ､５（188905),359-387．
Dai,Ｌ,Eden,Ｌ､,＆Beamish,Ｐ.Ｗ,，（2016）Caughtinthecrossiire:Dimensionsof
VulnerabilityandForeignMultinationals，ExitfromWar-AfBictedCountries，
Ｓｔｍ噸jcMz"(ＩｇＥ腕e"t/D"γ"α/(doi:10.1002/smj2599)．
Darwin,Ｃ，（1859）Ｏ〃伽Ｏγjgj〃ｑ/・speciesムｙＭα"ｓｑ/WUz〃、/Ｍｅｃｊｊ０〃０γﾉﾉｉｅ
Ｐ”Scγz）αjjo〃ｑ/nzuo"〃ＲａｃｅＭ刀伽Ｓｔ'Wgg/ｃｑ/Z旗（reprintedl964)，
Cambridge（ＭＡ):HarvardUniversity
DyerJG,＆McGuiness,Ｔ,Ｍ､｡（1996）Resilience:AnalysisoftheConcept,Ａｃｈｊ”'ｚｇ
ｑ/Psyc"jtztγｊｃＭﾊﾉﾉ29,vollO,ｎｏ､5,276282．
Edmond,Ｔ,Auslander,Ｗ､,Elze,，.,＆Ｂｏｗland,Ｓ､，（2006）SignsofResiliencein
SexuallyAbusedAdolescentGirlsintheFosterCareSystem,/D”"α/q/Ｃﾉb〃
Ｓ“"α/Ａ〃Ｓｃ,vol・'5,ｎｏ､1,1-28．
Egeland,Ｂ,Ｃａrlson,Ｅ,,＆Sroufe,Ｌ､Ａ,（1993）ResilienceasProcess,Dcz)c/⑰〃e"/
α"dPSyc力”α/ｈｏ/Ogy,vol5,ｎｏ､4,517-528
Elmqvist，Ｔ､，Folke，Ｃ､，Nystrom，Ｍ,，Perterson，Ｇ，Bengtsson,汎Walker,Ｂ＆
－１４３－
[論文］Resilienceに関する文献レビュー（水野）
NorbergJ.，（2003）ResponseDiversity,EcosystemChange,andResilience，
DC"〃eハノ〃ＥＣＯ/Qgyα"ｄﾉﾉｂｅＥ"ｕｊｍ""e"r,vol.l,ｎｏ､9,488-494．
Emsley,Ｈ､Ｈ､，（1943）PlasticSpectacleLenses,Ｐγoc“ｄｊ,Ｚｇ３ｑ/､tﾉﾝｅＰﾉbysjcα/Socienﾉ，
vol55,ｎｏ４（lJulyl943),314-32Ｌ
Fischer,汎Lindenmayer,，.Ｂ,Blomberg,Ｓ．Ｐ．,Montague-Drake,Ｒ,Felton,Ａ,＆
Stein，ＪＡ，（2007）FunctionalRichnessandRelativeResilienceofBird
CommunitiesinRegionswithDifferentLandUselntensities，EcoSys陀沈s，
vol､10,,06,964-974．
FitzGerald，ＣＰ.，（1964）TheSino-SovietBalanceSheetintheUnderdeveloped
Areas,Ａ""α/ｓｑ/坊ｅＡ腕eγ/cα〃AcadC"２J'０/ＰＣ〃cα/α"ｄＳｏｃｍ/Ｓｃｊｅ"Ce,vol､351
（19640101),40-49．
Folke,Ｃ，（2006）Resilience:TheEmergenceofaPerspectivefOrSocial-Ecological
SystemAnalysis,GlobalEnvironmentChange,vol,16,,03,253-267．
Folke,Ｃ,Carpenter,Ｓ､Ｒ,Walker,Ｂ,Scheffer,Ｍ､,Chapin,Ｔ､,＆Rockstrom,J､,（2010）
ResilienceThinking:IntegratingResilience,AdaptabilityandTransfOrmability，
EcologyandSociety,vol・'5,ｎｏ4，２０（onlineaccess)．
Furukawa，Ｓ，（1999）PoliticalAuthorityandBureaucraticResilience，Ｐ"6/ｊｃ
Ｍ２ｗｑｇｗ,ze城Ａ〃ﾉ>z蛇γ"αtj0"αﾉﾉD"γ"α/q/＆sea"ﾉＭ"αＺ肋oが,vol､1,ｎｏ3,439‐
448．
Glanz,Ｓ,（1960）RepairofContracturesoftheHandwithPedalFull-ThicknessSkin
Grafts,ＴｈｅＡ机eγｊｃａ"ﾉ０"γ"α/q/Ｓｚ"69℃ひ,vol・'00,ｎｏ､3,412415．
Garcfa-RomeQA，Oropeza-Orozco，０，＆Galicia-Sarmiento，Ｌ，（2004）Land-Use
SystemandResilienceofTropicalRainForestsintheTehuantepeclsthmus，
Mexico．Ｅ"zﾉﾉγ0"加e"ｍＷＭｚ"zZgwlze"内ＡＩ>z花γ"αtjo"αノノリ"γ"αﾉﾉbγDecis/0〃
Ｍｚﾉｂｅ（,Ｓｃｊｅ"tisZsα"〔/Ｅ"ｕｊγ0"池e"、/ＡＭｔｏだ,voL34,ｎｏ､６（200412),768-785．
Greef,ＡＲ＆ＤuToit,Ｃ,（2009）ResilienceinRemarriedFamilies,Ｔ"Ａ籾cγｊｃａ〃
ノリ”"α/q/、z伽ｌｙＴ雌mPy,voL37,ｎｏ､２（March-April),114126．
GreeflA,Ｐ.,＆VanderMarwe,Ｓ､,（2004）VariablesAssociatedwithResiliencein
DivorcedFamilies，ＳｏｃｉａノＩ"‘ｊｃａtoγsRescαγｃｈＪＡＩ"ｔｃγ"α〃o"αノα"‘
ん/WmMiPﾉﾉ"α”/Ｍ”αﾉﾉbγＱ"α/ｉｔ)ﾉｰqfL旋肌ａｓ"γe机e"ムvoL68,ｎｏ.’（200408)，
59-75．
Greenhil1,Ｊ.,King,，.,Lane,Ａ,＆MacDougall,Ｃ,（2009）UnderstandingResiliencein
SouthAustralianFarmFamilies,Ｒ"MSociebﾉ,voLl9,ｎｏ４（December),318‐
325．
Hamel,Ｇ,＆Praharad,ＣＫ.，（1994）ＣＯ”eﾉﾉ"ｇ/bγt舵〃t"花,HarvardBusiness
SchoolPress,ＢｏｓｔｏｍＭＡ、
Hatala,ＡＲ,WaldramJ.Ｂ,＆Crossley,Ｍ､,（2013）DoingResiliencewith“Halfa
－１４４－
経営論叢第６巻第２号（2017年３月）
Brain:”NavigationgMoralSensibilities35YearsAfterHemispherectomy，
Ｃ"〃”,Ｍｂｄｉｃｊ"c,α"ｄＰＳｙｃｈ〃ぴ:Ａ〃ノ"たγ"αtjo"αﾉﾉ０"γ"αﾉｑ/Ｃγoss-C"ﾉﾉ"、ノ
ＨＣα"ﾉbhseαγc/z,ＶＯＬ3７，，０１（201303),148-178．
Herrmann，，.,Scherg,Ｈ､,verres,Ｒ,VonHagens,Ｃ,Strowitzki，＆Wischmann，Ｔ､，
（2011）ResilienceinInfertileCouplesActsasaProtectiveFactorAgainst
lnfertility-SpecificDistressandImpairedQualityofLife,ノリ"γ"αノｑ/AssjsM
RePγＭ"ctjo〃α"ｄＧｃ"ejics,vol､28,ｎｏ､11,1111-1117.
Hilding,ＡＣ.,（1945）ComparativeFlaccidnessandResilienceofCorneaandSclera，
Ａ''２eγｊｃａ"/Ｄ”"α/q/ＯＰﾉzrMmoﾉOgy,vol､28,ｎｏ８（194508),900-902．
Hill,Ｅ,Wial,Ｈ,＆Wolman,Ｈ,（2008）ExploringRegionalEconomicresilience,IURD
WorkingPaperSeries,WorkingPaper2008-04
Hill,Ｌ,＆ＦｌａｃｋＭ.，（1913）TheEffectoftheLability（Resilience）oftheArterial
WallontheBloodPressureandPulseCurve.-Ⅱ,Ｐγocecdj"ｇｓｑ／ノルＲａｙαノ
SocjctyB:Ｂｉo/Ogjcα/Scje"CCS,vol86,ｎｏ､588（19130522),365-371．
Holling,Ｃ,Ｓ,（l973a）ResilienceandStabilityofEcologicalSystems,Ａ"""α/Ｒｅ此z(）
ｑ/ECO"gyα"ｄＳｙｓ陀加arjcs,vol4,1-23．
Holling,ＣＳ.,（l973b）SystemResilienceandItsPolicyConsequences:Proposalfbr
WorkatlIASA，IIASAWorkingPaper,ＩＩＡＳＡ，Laxenburg，Austria,WP-73‐
O0L
Holling,ＣＳ.,（1996）EngineeringResilienceVersusEcologicalResilience,1,:Schulze，
Ｐ、editor，Ｅ"gj"Ceγj"ｇｚ(）ｊｒｈｊ〃ECO/ogjcaノＣＯ"s/伽）血Washington（ＤＣ)：
NationalAcademy,31-44．
Huang,Ｃ、Ｃ､，Mueller，，.，＆Vertinsky，１，（1976）UrbanSystemsDynamics：A
CompetitiveStaticAnalysisofSystemSizeswithSomePolicyImplications，
ＢｅﾉｂａｕｉｏＭＳｃｊｅ"Ce,vol､21,ｎｏ､４(July),263-273．
Hughes,Ｔ・Ｐ.,Bellwood,，.Ｒ,Folke,Ｃ,Steneck,ＲＳ,＆WidsonJ.，（2005）New
ParadigmsfOrSupportingtheResilienceofMarineEcosystem，Ｔγｗｚｄｓｊ〃
ECO/Qgy＆EUC/”o",vol､20,ｎｏ､7,380-386．
Hunter,ＳＬ，（1963）Scottisheducation:ChangesintheExaminationStructurein
SecondarySchools,〃蛇γ"αrjo"αノＲｅｕｊｃｚｕｑ/Ｅ〃catjo"：ノリ"γ"αノｑ／Ｌ舵/o"ｇ
Ｌｅαγ"ｺﾞﾉzg,vol9,ｎｏ､３（196309),310-324
1belings,ＢＷ.,＆Portielje,Ｒ,Lammens,ＥＨＲＲ,Noordhuis,Ｒ,ＶａｎｄｅｎＢｅｒｇ,Ｍ、
Ｓ・Joosse,Ｗ,,＆Meijer,Ｍ,Ｌ,（2007）ResilienceofAlternativeStableStates
duringRecoveryofShallowLakesfromEutrophication：ＬａｋｅＶｅｌｕｗｅａｓａ
ＣａｓｅＳｔｕｄｙ,EcoSys陀加s,vol・'０，，０１（200702),416.
1,bar,Ｅ，（2005）TheResilienceoflsraeli-TurkishRelations,IsraelAifairs,vol11,
,04,591-607.
－１４５－
[論文］Resilienceに関する文献レビュー（水野）
Jordan,Ｌ．Ｐ．,＆Graham,Ｅ，（2012）ResilienceandWell-BeingAmongChildrenof
MigrantParentsinSouth-EastAsia,Ｃ〃〃ＤＣＭ”"e"/,vol､83,ｎｏ､5,1672-1688．
Kane，Ｍ・Ｎ.，＆Green，，．（2009）PerceptionsofElders，SubstanceAbuseand
Resilience,ｃｃγo"ｊｏ/Qgy＆Ｃｅγ〃γｊｃｓＥｄ"ｃａｔｊｏ",vol､30,ｎｏ､2,164-183．
Keogh,、Ｕ､,Apan，Ａ,Mushtaq,Ｓ､,King,，.,＆Thomas，Ｍ､，（2011）Resilience，
VulnerabilityandAdaptiveCapacitｙｏｆａｎＩｎｌａｎｄＲｕｒａｌＴｏｗｎＰｒｏｎｅｔｏ
Ｆｌｏｏｄｉｎｇ：ＡＣｌｉｍａｔｅＣｈａｎｇｅＡｄａｐｔａｔｉｏｎＣａｓｅＳｔｕｄｙｏｆＣｈａｒｌｅｖｉｌｌｅ，
Queensland,Australia,Mzt"ね/HtzzαγdS:ノリ"γ"α/けt/DC肋陀γ"αﾉﾉo"αノSocjety
／bγｔｈｅＰ花DC""o〃α"ｄＭｊ柳tjo〃ｑ/・Mzt"、/Htzza㎡s,vol59,ｎｏ､２（201111)，
699-723．
Kornilov,LLMikheev,Ｖ､Ｓ,＆Chernova,Ｔ・Ｓ.,（1963）HeatTreatmentofTitanium
AlloysoftheTi-Al-Cr-Fe-SiSystem，Mztcγ、ノＳｃｊｃ"Ｃｅα"‘ＨｂａｒＴ”α”e"/，
vol5,ｎｏ２（196302),111-112．
Lee，Ｈ，Brown，Ｓ、Ｌ､，Mitchel１，Ｍ．Ｍ､，＆Schiraldi，ＧＲ，（2008）Correlatesof
ResilienceintheFacｅｏｆＡｄｖｅｒｓｉｔｙｆｏｒＫｏｒｅａｎＷｏｍｅｎｌｍｍｉgratingtothe
US,/Ｄ"γ"α/q/､伽加jgm"ｔα"‘Ｍ"oγｊｔｙＨＤａ肋,vol・'0,ｎｏ､5,415-422．
Levin,ＳＡ,＆Lubchenco,Ｊ,（2008）Resilience,Robustness,andMarineEcosystem‐
BasedManagement,Bi0Scje"cc,vol､58,ｎｏ1,27-32．
Lewis，Ｗ､，（1885）TheResilienceofSteel，Ｓｃｊｅ"/腕ｃＡ”eγjca"，voLl9，ｎｏ､485
（18850418):7743．
Luthar,ＳＳ,（1991）VulnerabilityandResilienCe:AStudyofHigh-RiskAdolescents，
Ｃ/ｚｊ/dDcue/”"c"t,vol,62,ｎｏ､3,600-616．
Luthar,ＳＳ.,＆Ciccheti，，.，（2000）TheConceptofResilience：ImplicationsfOr
InterventionsandSocialPolicies，pet）e/”"c"／α"‘ＰＳｺﾉcﾉ！”αﾉﾉzomgy，voLl2，
ｎｏ､4,857-885．
Martinez-Toeteya，Ｃ，Bogat，ＧＡ，ＶｏｎＥｙｅ，Ａ，＆Levendosky，ＡＡ，（2009）
ResilienceAmongChildrenExposedtoDomesticViolence:TheRoleofRisk
andProtectiveFactors,ChildDevelopment,voL80,ｎｏ2,562-577．
Masten，ＡＳ，（2013）Competence，Risk，ａｎｄResilienceinMilitaryFamilies：
ConceptualCommentary,Ｃﾉﾉ"/αz/Ｃﾉｾ〃α"‘Flz〃lyPSyc/２０ｍgyhzﾉiczu,vol､16,
,03,278-281．
Masten,ＡＳ,Best,Ｋ､Ｍ､,（1990）Resilienceanddevelopment:Contributionsfromthe
StudyofChiｌｄｒｅｎＷｈｏＯｖｅｒｃｏｍｅＡｄｖｅｒｓｉｔｙ，Deue〃Ｐ腕e〃tα〃ｄ
Ｐｓｙｃｈ”αﾉﾉ２０/Ogy,voL2,ｎｏ､4,425-444．
Mathes，ＫＮ，＆Stewart，ＨＪ.，（1939）AsbestosandGlass-fibermagnet-wire
lnsulatio､,Ｅ/ectγｊｃａＪＥ"ｇｉ"ccγ/"9,vol､5８，，０６（193906),290-294．
MaynardJA，Marshall，Ｐ．Ａ,Johnson，』．Ｅ，＆Ｈａｒｍan，Ｓ，（2010）Building
－１４６－
経営論叢第６巻第２号（2017年３月）
ResilienceintoPracticalConversation：IdentifyingLocalManagement
ResponsestoGlobalClimateChangeintheSouthernGreatBarrierReef
Comノルビ/§：ノリ"γ"αノｑ／〃z"γ"α"0"α／Socjcbノｑ/・ルビ／Ｓｔ"djes，vol29,ｎｏ､２
（201006),381-391．
McClure,Ｆ､Ｈ､,＆Chavez,ｎＶ.（2008）ResilienceinSexuallyAbusedWome､:Risk
andPerspectiveFactors,ﾉ０"γ"α/q/Ｈz〃/bﾉ岡山"Ce,vol､23,ｎｏ､2,81-88．
Mitchell,Ａ,（2013）RiskandResilience:FromGoodldeatoGoodPractice,ＯＥＣＤ
ＤＥＶＥＬＯＰＭＥＮＴＣＯ－ＯＰＥＲＡＴＩＯＮＷＯＲＫＩＮＧＰＡＰＥＲｌ３/2013．
Murphy,ＨＢＭ.,（1951）TheResettlementofJewishRefugeesinlsrael,withSpecial
ReferencetoThoseKnownasDisplacedPersons，PopulationStudies，vol５，
ｎｏ２（19511101),153-174．
Ortiz-De-Mandojana，凡＆BansaLP.，（2016）TheLong-TeamBenefitsof
OrganizationalResiliencethoughSustainableBusinessPractices，Ｓ”/29/ｃ
Ｍｚ"CZgE腕e"//D"γ"α/,voL37,l615-l63L
Perna,Ｌ,＆Mielck,Ａ,（2012）Socioeconomicposition,resilience,andhealthbehavior
AmongElderlyPeople,〃cγ"α"o"αﾉﾉﾘ"γ"αノｑ/Ｐ"bﾉﾉCHCα肱vol57,ｎｏ､２
（201204),341-349．
Petchey,０，＆Gaston,Ｋ､Ｊ,（2009）EffectsonEcosystemResilienceofBiodiversity，
Extinctions,andtheStructureofRegionalSpeciesPools,Ｔｈｅo”/jca/Ecomgy，
ＶＯＬ2,,033,177-187．
Peters,Ｊ､,＆Pearce,Ｊ,（2012）RelationshipsandEarlyCareerTeacherresilience:A
RolefOrSchoolPrincipals，Ｔｅａｃルハα"ｄＴｃａｃﾉｍＺｇＴＴｈｅｏｒｙα"‘Pmcrjce，
voLl8,ｎｏ2,249-262．
Peterson,Ｇ,Allen,ＣＲ,＆Holling,ＣＳ.,（1998）EcologicalResilience,Biodiversity，
andScale,EcoSys陀沈s,vol､1,ｎｏ､1,6-18．
Phililips,Ｇ,（2008）ResilienceinPracticelnterventions,ＣﾉbjJdCα”/〃月〔zc/ice,voLl4，
ｎｏ1,45-54、
Prahade，ＣＫ.，＆Hamel，Ｇ，（1990）TheCoreCompetenceoftheCorporation，
HtzγuαγｄＢ"ｓｊ"cssReujc〃,vol､68,ｎｏ､3,79-91．
PratLG，＆Pietrantoni，Ｌ､，（2010）RiskandResilienceFactorsAmongltalian
MunicipalPoliceOfficersExposedtoCriticallncidents,〃"wα/ｑ/ＰＣ/iceα"。
Ｃγ/〃"αノＰＳｺﾉcﾉbo/QgyfＴｈｃＱ'７ＣＭノリ"γ"αノCl／ノノbeSocjety／bγＰＣ/iceα"。
Ｃγj〃"α/PSyc"o/Ogy,vol,25,ｎｏ､1,27-33．
Rao,Ｈ,＆Greve,Ｈ,（2017）DisastersandCommunityResilience:SpanishFluand
theFormationofRetailCooperativesinNorway,Acade抗ｙｑ/､Ｍｚ"CZgwlze"ノ
ノリ"γ"αﾉ（doi:10.5465/amj20160054)．
Roy,Ａ,Sarchiapone,Ｍ､,＆Carli,Ｖ,（2007）LowResilienceinSuicideAttempters，
－１４７－
[論文］Resilienceに関する文献レビュー（水野）
Ａγc伽esq/Ｓ"jcj`eHseαγc/b,vol・'1,ｎｏ､3,July-September),265-269
Saltzman,Ｗ､Ｒ,Lester,Ｐ.,Beardsless,Ｗ､Ｒ､,Layne,ＣＭ.,Woodward,Ｋ､,＆Nash,Ｗ、
ｐ,（2011）MechanismsofRiskandResilienceinMilitaryFamilies:Theoretical
andEmpiricalBasisofaFamily-FocusedResilienceEnhancementProgram，
Ｃ/〃cα/Ｃﾉﾉﾉﾉｄα"dF1dz〃lyPsj'cﾉio/Qgyhuicz(）,vol､14,ｎｏ3,213-230．
Sandler,１．Ｎ，（1980）SocialSupportResources,Stress,andMaladjustmentofPoor
Children,Ａ”eγｊｃａ〃ノリ"γ"α/ｑ/・Ｃｏｍｍ""ｉｔｙＰｓｺﾉcﾉｾo/ogy,vol8,ｎｏ.’（February)，
41-52．
Schiefer，ＨＦ.，（1933）TheCompressometer：AnlnstituteofEvaluatingthe
Thickness,CompressibilityandCompressibilityandCompressionalResilience
ofTextilesandSimilarMaterials，Tejrノルルseaγc〃ノリ”"α/，vol､３，ｎｏ､１０
（19331001),505-513．
Shin,LTayler,Ｍ・Ｓ.,＆Seo,Ｍ､,（2012）ResourcesfOtChange:theRelationshipsof
OrganizationallnducementsandPsychologicalResiliencetoEmployees
AttitudesandBehaviorstowardsOrganizationalChange，Ａｃａｃ/e"ｚｙｑ/、
Ｍｚ"CZgU脚c"ﾉﾉD"γ"α/,vol,55,727-748．
Schrier，Ｍ､，Amital，，.，Arnson，Ｙ､，Rubinow，Ａ､，Altaman，Ａ、Bissenbaum，Ｂ，＆
AmitaLH,（2012）AssociationoffibromyalgiaCharacteristicsinPatientswith
Non-MetastaticBrestCancerandProtectiveRoleofResilience,Ｒ""腕αｔｏ/Ｏｇｙ
Ｄｚ蛇γ"αtjo"α/ＪＣﾉﾉ"jca/α"dEXPcγ伽e"/α/hucs/“tjo"s､voL32,ｎｏ､10,3017-3023．
Sossou,Ｍ､,Craig,ＣＤ,Orgen,Ｈ,＆Schnak,Ｍ､，（2008）AQualitativeStudyof
ResilienceFactorofBosnianRefugeeWomenResettledintheSouthern
UnitedStates,ノリ"γ"α/ｑ/ＥﾉﾉｶﾉＣｓ＆Ｃ"/〃、/Ｄ/DCハノｔｙｉ〃ＳｏｃｊａノＷｂ戒,voLl7，
ｎｏ､4,365-385．
Stein,Ｍ､,（2008）ResilienceandYoungPeopleLeavingcare,Ｃ〃ｄＱｚｍｊ〃Pmctjce，
vol､14,ｎｏ､1,3544．
Teece，，.，ル（2007）ExplicatingDynamicCapabilities：TheNatureand
Microfoundationsof（sustainable）EnterprisePerformance，Ｓ〃αtcgjc
Mz"qgu柳c"ﾉﾉＤ"γ"α/､vol28,1319-1350．
Teece，ＤＪ.．（2009）Ｄｙ"α〃ｃＱＺＰａＭﾉﾉﾉＣｓα"ｄＳｔγαｔｅｇｊｃｌＭｚ"`Zge加e"t・Oxford
UniversityPress,ＮＹ・
Teece，DjPisano,Ｇ,＆Shuen，Ａ，（1997）DynamicCapabilitiesandStrategic
Management,Ｓｊγα､g/cMz"CZgU〃e"tﾉＤ"γ７zα/,voLl8,ｎｏ､7,509-533．
Thurston，ＲＨ，（1874）Onthestrengthelasticity，ductilityandresilienceof
materialsofmachineconstruction,ノリ”"αノｑ/Ｆ、"ﾉﾔﾉj〃ＤＭｍだ,vol､97,ｎｏ､４
（187404),273-288．
Tiet,ＱＱ,＆Huizinga,、,（2010）PredictorsofResilienceAmonglnnerCityYouth，
－１４８－
経営論叢第６巻第２号（2017年３月）
ノリ"γ"α/q/､Ｃ/z〃α"ｄＦｌｚ〃ﾉbﾉＳｔ"djes,vol・'9,ｎｏ､3,360-378．
Tredgold,Ｔ､,（l818a）XXXVILOnthetransversestrengthandresilienceoftimber，
Ｐｈｊ/Cs”ﾉbicα/MZg[zzi"ｅＳｂγｉｃｓＩ,vol､51,ｎｏ239（181803):214-216．
Tredgold，Ｔ､，（l818b）XLVLOntheresilienceofmaterials；withexperiments，
ＰﾙﾉﾉosOPﾉbjcα/MZgUzz伽ＳｂγｊｅｓＩ,vol51,ｎｏ240（181804):276-279．
ＵＮＩＳＤＲＷＭＯ（2012）DisasterRiskandResilience:ThematicThinkPiece，ＵＮ
ＳＹＳＴＥＭＴＡＳＫＴＥＡＭＯＮＴＨＥＰＯＳＴ－２０１５ＵＮＤＥＶＥＬＯＰＭＥＮＴ
ＡＧＥＮＤＡ・
ＶｏｎＥｙｅ，Ａ,＆Schuster,Ｃ､，（2000）TheOddsofResilience，ＣﾉｶﾉﾉdDeue/ゆれe"ム
vol､71,,03,563-566．
Welles,ＳＲ.,＆Hill,Ｌ,,（1913）TheIniluenceoftheResilienceoftheArterialWallon
Blood-PressureandonthePulseCurve,Ｐ”ceedj"ｇ３ｃＷ/zeRQyα/ＳｏｃｉｅｔｙＢ：
Ｂｉ0/09ｊｃａ/Ｓｃｊｅ"CCS,vol86,ｎｏ586（19130306),180-186．
Williams，Ｔ、Ａ､，＆Shepherd，ｎＡ，（2016）BuildingResilienceorProviding
Sustenance：DifferentPathofEmergentVenturesintheAftermathofthe
HaitiEarthquake,Acadc"ｙｑ/・加α"呼加c"ﾉﾉ０"γ"αl,vol59,2069-2102．
Windle,Ｇ,Bennett,ＫＭ.,＆Noyes,Ｊ,（2011）AMethodologicalReviewofResilience
MeasurementScales,HealthandQualityofLifeOutcomes,vol9,ｎｏ､8,ＤＯＩ：
１０．１１８６/'477-7525-9-8（OpenAccess)．
YOC,Ｊ､,Slack,Ｋ・Ｓ.,＆Holl,』.Ｌ,（2010）ThelmpactofHealth-PromotingBehaviors
onLow-IncomeChildren，sHealth：ARiskandResiliencePerspective,ＨＣα/坊
＆ＳＯＣ/αノＷｉｍｂ,voL35,ｎｏ2,133-143．
Young,Ａ,＆Green,Ｌ（2008）ResilienceandDeafChildren:aLiteratureReview，
比qﾉﾗzcss＆Ｅ”αztjo〃ん蛇γ"α"0"α/,vol,10,,01,40-55.
グラットン，リンダ，吉田晋治訳（2014）「未来企業」プレジデント社．
楠木建（2010）「ストーリーとしての競争戦略」東洋経済新報社．
内閣官房内閣サイバーセキュリテイセンター（2015）「重要インフラ防護に関する諸国
の枠組み等に関する調査報告書」内閣官房内閣サイバーセキュリテイセン
ター
ピースマインド・イーブ株式会社（2014）「レジリエンスビルディング「変化に強い」
人と組織のつくり方」英治出版．
ピーダーセン，ピーター，．（2015）「レジリエント・カンパニーなぜあの企業は時
代を超えて勝ち残ったのか」東洋経済新報社．
福澤光啓（2013）「ダイナミック・ケイパビリテイ」「組織論レビューⅡ－外部環境と
経営組織一」所収．
藤本隆宏（2003）「能力構築競争」（中公新書）中央公論社．
－１４９－
[論文］Resilienceに関する文献レビュー（水野）
組織学会編（2913）「組織論レビューⅡ－外部環境と経営組織一」白桃書房．
米国国立標準技術研究所（2014）「重要インフラのサイバーセキュリティを向上させる
ためのフレームワーク1.0版｣，米国国立標準技術研究所．
水野由香里（2013）「組織のライフステージをたどる組織の成功要因一協立電機の事例
から－」「赤門マネジメント・レビュー」１２巻４号，283-325．
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注
１ 国連国際防災戦略事務局は，国際的な自然災害を削減するための戦略を立案し
実施する機関として，1990年に設立された（UNISDRのHPhttps://www
unisdrorg/who-we-areより)。
この国際カンファレンスに引き続き，2015年，ＵＮＩSDRの国際カンファレンス
は宮城県仙台市で開催されている。やはり，東日本大震災から復興を遂げた仙
台において，国際的に防災に関する議論を行うためである。国際カンファレン
スでは，TheSendaiFrameworkfbrDisasterRiskReduction2015-2030（通称
"SendaiFramework"）が制定され，引き続き防災意識を高め対策していく方針
が国際的に共有された。
HyogoFramework2005-2015の後も，国連として，国際的に引き続き防災に取り組
む必要性を議論するために国連ではタスクチームが組まれた。その結果，2012年
５月にＵＮＳＹＳＴＥＭＴＡＳＫＴＥＡＭＯＮＴＨＥＰＯＳＴ－２０１５UNDEVELOPMET
AGENDが制定された。このアジェンダのサブタイトルは．Disasterriskand
resilience”となっている。
組織論（進化組織論）の「変異」と置き換えることもできよう。
Resilienceの日本語訳として「再起力」と暫定的に示したのは，「ハーバード・
ビジネス・レビュー」において，訳として統一されているためである。
各種データベースを複合的に検索できる機能である。同サービスにより検索が
可能となるのは,WorldCat（12～13世紀の手稿本から最新の先端技術レポート・
ＣＤ・ビデオ・ＤＶＤ等あらゆる図書館資料の書誌情報が収録されている)，
ArticleFirst（16,000タイトル以上の雑誌記事情報が収録されている），MIT
PressJournals・OxfOrdJournals・SpringerLink等の電子ジャーナル，
JapanKnowledgeLib・JKBooks・国立国会図書館雑誌記事索引等を集録してい
る。同検索についての詳細は,http://www,kokushikanacjp/education/library／
databaselinklisthtml#02を参照のこと。
1980年以降のresilience研究を検索すると，膨大な数になるため，便宜上，
1980年を区切ったに過ぎない。
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検索結果は，論文（学位論文と記事を含む）のみならず，書籍，コンピューター
ファイル，画像が含まれている。
同論文は，ProceedingsoftheRoyalSocietyofLondon,SeriesBContaining
PapersofaBiologicalCharacter,ＶＯＬ８６，，０５８８（19130522),365-371.にも所収
されているようである。
Proceedingsとは，学会発表の前後に，発表内容を所収した論文（および，要
約（extendedabstractの場合も多い）のことである。
同検索結果から確認される具体的な医学分野・対象としては，動脈をはじめと
する血管（WellesandHilLl913;HillandFlack,1913）のほかに，眼科（Hilding，
1945）や皮膚科，より正確には皮膚の移植手術（Glanz，1960)，精神病理
(Masten,Best,andGarmezy,1990;EgelandCarlson,andSroufe,1993;Luther
andCicchetti,2000)，患者の看護(DyerandMcGuiness,1996)，脳外科(Hatala
WaldramandCrossley,2013）などに関する研究が確認される。
1960年代以降には，研究対象となる素材が高度化していくことも確認される（た
とえば，Kornilov,MikheevandChenoval963)。
しかし，同論文では，それぞれの測定手法の尺度に関して，概念と理論的な妥
当性に疑問をなげかけている（論文では"Wefoundnocurrent`goldstandard，
amongstl5measuresofresilience”と結論づけている)。
そのため，同論文では，動的なニュアンスを表すためにresilienceのほかに
"randomworld"や"spatialmosaic”という表現を利用している。
同報告書は，http://www.､iscgo.』p/Conference/Cs/ciip/daiOl／
pdf701sankoushiryouO3pdfからダウンロードすることができる（2017年１月９
日検索)。
同レポートは，https://ｗｗｗｊｐａ・gojp/files/O00038957pdfからダウンロードす
ることができる（2017年１月９日検索)。
Resilienceという用語が，これほどまでも幅広い学問領域に援用されているこ
とにより，より一層「buzzwordである」という批判をもっともらしく強調さ
せる－つの要因となっているとも言えよう。
心理学のresilience研究の主な測定手法の一つである“ＣＯnnor-Davidson
ResilienceScale"を用いて測定している。
このような両者の認識の相違は，特にエコシステムの科学を研究する時に対立
関係に陥りやすいとHolling（1996）では警告している。
論文のへツダーには，“ThisarticleisaUS・governmentwork”と注記されて
いる。
同論文で興味深い点は，resilienceが多義的に捉えられてきたことに言及した上
で，それまで蓄積されてきたresilience研究が，何らかの変化に適応した結果，
システムそのものが変わったのか，あるいは，安定的状態になったのかの議論
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がおこなわれていることである。なぜなら，この議論は後の研究である
Walker,ｅｔａＬ(2004）やFolke,ｅｔａＬ(2010),ＯＥＣＤのガイドラインにおける「適
応能力」（adaptabilityとtransfOrmability）いうシステムの安定および均衡か，
あるいは，変態能力（transfOrmativecapacity）という異なるシステムの再構
築か。という研究の議論に結びついていると容易に推測されることである。
より具体的には，生態学的resilienceは環境のエコシステムの循環（再生機能）
を表しているのに対して，マングローブの森周辺住民にとっては，外部環境の
圧力やストレス（事例に即して表現すると，自然環境の変化）からコミュニティ
の安定性を維持するという意味で社会学的resilienceであるとしこの二つは
相互に関連性があると主張している。
この研究もまた，イギリス政府の研究助成を受けておこなわれているというこ
とを注記しておくこととする。
本稿の２．２で確認したように，ＯＥＣＤの解釈では，３つの能力がabsorptive
capacityとadaptivecapacity，そして，transfOrmativecapacityへと変わって
いった。
国士舘大学の電子ジャーナルサービスでは，2017年１月現在，Academyof
ManagementJournalとAcademyofManagementReviewしか検索ができな
い（すなわち，AcademyofManagementPerspectiveは一切，検索すること
ができない）上，同ジャーナルに関しては，2011年以前の論文しか検索対象と
なっていない。そのため，この検索情報は，AcademyofManagementのホー
ムベージのPublicationsの検索サイトから得ている。また，この状況は
StrategicManagementJournalに関しても同様である。
AcademyofManagementのproceedingsでは，フル・ペーパーの提出を求め
られる。
社会的・環境的実践には，コミュニティ間の関係性や多様性，従業員間の関係，
基本的人権，製品の品質と安全性，環境とコーポレートガバナンスの実践が含
まれている。
ただしコンサルタントや実務家に対するresilienceに関する洞察は，英語・
日本語を問わず，いくつか確認することができる（たとえば，Couts（2002）
やHamelandValikangas（2003)，グラットン（2014)，ピースマインド・イー
ブ株式会社（2014)，ピーターダーセン（2015)，ライビッチ・シヤテー（2015）
などが挙げられる)。
コア・コンピタンスや組織能力の戦略論的起源は，保有する経営資源の観点か
ら企業に固有の強みや弱みを考えるという資源依存論（Resource-BasedView
ofthefirm）にある。
機会と脅威の感知・具体化する力を具体的企業の行動に落とし込むと，自社
Ｒ＆Ｄの誘導および新技術の選択に向けたプロセスをとること，サプライヤー
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や保管主体のイノベーションを活用するプロセスをとること，外生的な科学・
技術の発展を活用するプロセスをとること，ターゲットとする市場セグメン
ト・顧客ニーズの変化・カスタマーイノベーションを同定するプロセスをとる
こと，が挙げられる（Teece，２００７；2009)。
機会を捕捉する力を具体的企業行動に落とし込むと，カスタマー・ソリューショ
ンとビジネスモデルを明確化すること，意思決定プロトコルを選択すること，
保管製品のマネジメントおよびプラットフォームのコントロールに向けた企業
の境界を選択（設定）すること，ロイヤルテイとコミットメントを構築するこ
とが挙げられる（Teece，２００７；2009)。
企業の無形・有形資産の強化・結合・保護に加え，必要な場合におこなわれる
再配置を通じた競争力を維持する力を具体的企業行動に落とし込むと，分権化
と準分解可能性を追求すること，ガバナンス（たとえば，エージェンシー問題
を最小化すること，戦略上の不正行為やレントの消失を防御するなど）をおこ
なうこと，共特化（たとえば，価値拡張的な資産結合のための戦略適合性のマ
ネジメントを開発するなど）をおこなうことが挙げられる（Teece，２００７；
2009）
Teece（2007；2009）においても，この点が意識されていることをうかがい知
ることができる。それは，ダイナミック・ケイパビリティに関する２つの測定
基準が提案されていることから理解することができる。２つの測定基準とは，
専門的適合度（technologicalfitness）と進化的適合度（evolutionaryfitness）
である。前者がどれだけ有効にその機能を果たしているのかを測定するのに対
し，後者は外的適合度とも言い，どれだけ有効に収益の獲得に貢献しうるか企
業に適応を求める競争的な選択環境にも関係することを測定する。したがって，
Teece（2007;2009）の文脈に当てはめると，専門的適合度が組織能力に該当し
進化的適合度はresilienceに該当することになる。
組織の主体性とは，より具体的には，組織の長期的戦略を踏まえ対応すべき
課題が顕在化・表面化する前，あるいは課題が顕在化・表面化してすぐに組
織成長の機会に転換するような取り組み，対策を取る態度のことを表している
(水野，2013)。
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